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⑴通達（保険医療機関等電子申請・届出等シ
ステムのご利用案内の送付につい
て）

（「厚生労働大臣が指定する病院の病棟
における療養に要する費用の額の算
定方法の一部改正等に伴う実施上の
留意事項について」の一部改正につ
いて）

（使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部
改正等について）

（ドナネマブ（遺伝子組換え）製剤に
係る最適使用推進ガイドラインの策
定に伴う留意事項について）

（使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部
改正等について）

（「基本診療料の施設基準等及びその
届出に関する手続きの取扱いについ
て」の一部改正について）

（抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最
適使用推進ガイドラインの策定に伴
う留意事項の一部改正について）

（抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最
適使用推進ガイドラインの策定に伴
う留意事項の一部改正について）

⑵保険診療Ｑ＆Ａ
⑶保険診療アドバイス
⑷会員の声
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日医発第1436号（保険）
令 和 6 年 1 1 月 2 0 日

都道府県医師会
社会保険担当理事　殿

日本医師会常任理事　　
長　島　公　之　

（公印省略）　

保険医療機関等電子申請・届出等システムのご利用案内の送付について

　保険医療機関等から地方厚生（支）局等に届け出ている申請・届出の一部につきましては、オン
ラインでの申請・届出が可能となっておりますが、今般、厚生労働省より、改めてオンラインでの
申請・届出に利用する「保険医療機関等電子申請・届出等システム」のご利用案内を保険医療機関
等に郵送されることとなりましたのでご連絡申し上げます。
　これまでオンラインでの申請・届出をご利用いただくためには、保険医療機関等が各自で初期登
録の手続きを行い、ユーザ ID 及び初期パスワードの発行を受ける必要がありましたが、厚生労働
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省保険局医療課から保険医療機関等に対し、「保険医療機関等電子申請・届出等システム」のユーザ 
ID 及び初期パスワードをご利用案内に記載したものが郵送されることになっております。
　つきましては、貴会会員への周知方ご高配賜りますようお願い申し上げます。

〈添付資料〉
保険医療機関等電子申請・届出等システムのご利用案内の送付について
（令 6 .11.18　事務連絡　厚生労働省保険局医療課）

※添付資料抜粋掲載

事 務 連 絡
令 和 6 年 1 1 月 1 8 日

関係団体　御中

厚生労働省保険局医療課　

保険医療機関等電子申請・届出等システムのご利用案内の送付について

　社会保険医療行政の推進につきましては、平素から格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　保険医療機関等から地方厚生（支）局等に届け出ている申請・届出の一部については、オンライ
ンでの申請・届出が可能となっておりますが、今般、改めてオンラインでの申請・届出に利用する
「保険医療機関等電子申請・届出等システム」のご利用案内を保険医療機関等に郵送させていただ
くこととしました。
　これまでオンラインでの申請・届出をご利用いただくためには、保険医療機関等が各自で初期登
録の手続きを行い、ユーザ ID 及び初期パスワードの発行を受ける必要がありましたが、当課から
保険医療機関等に対して「保険医療機関等電子申請・届出等システム」のユーザ ID 及び初期パス
ワードをご利用案内に記載して郵送いたします。
　つきましては、別添団体各位におかれましても、ご案内するご利用案内等をご確認の上、オンラ
インでの申請・届出を是非ご活用いただきたく、関係者に周知を図られますようお願い申し上げま
す。

記

1 ．送付対象保険医療機関等
　診療報酬のオンライン請求（令和 6 年10月請求分（ 9 月診療分））を行った保険医療機関等のう
ち、「保険医療機関等電子申請・届出等システム」のユーザ ID 未発行の保険医療機関等

2 ．ご利用案内　郵送物一式
　別添 1 のとおり、ご利用案内等を郵送いたします。

3 ．郵送スケジュール
　別添 2 のとおり、11月下旬から順次、全国の保険医療機関等に対してご利用案内等を郵送いた
します。
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（別添 1 ）
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（別添 2 ）
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日医発第1437号（保険）
令 和 6 年 1 1 月 2 0 日

都道府県医師会
社会保険担当理事　殿

日本医師会常任理事　　
長　島　公　之　

（公印省略）　

「厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法の
一部改正等に伴う実施上の留意事項について」の一部改正について

　「厚生労働大臣が定める傷病名、手術、処置等及び定義副傷病名及び厚生労働大臣が指定する病
院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法第一項第五号の規定に基づき厚生労働大臣が別
に定める者の一部を改正する告示」（令和 6 年厚生労働省告示第336号）が令和 6 年11月19日に告示
され、同年11月20日付けで適用されることに伴い、「厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療
養に要する費用の額の算定方法の一部改正等に伴う実施上の留意事項について」（令和 6 年 3 月21日
付け保医発0321第 6 号）を、別添のとおり一部改正する旨、厚生労働省保険局医療課長より通知さ
れましたので、取り急ぎご連絡申し上げます。

【添付資料】
「厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法の一部改正等に
伴う実施上の留意事項について」の一部改正について
（令和 6 年11月19日付け保医発1119第 7 号）

※添付資料抜粋掲載
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別　添

保 医 発 1 1 1 9 第 7 号
令 和 6 年 1 1 月 1 9 日

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）
　国民健康保険主管課（部）長　　　　殿
都道府県後期高齢者医療主管部（局）
　後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局医療課長　
（公　印　省　略）　

「厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法の
一部改正等に伴う実施上の留意事項について」の一部改正について

　「厚生労働大臣が定める傷病名、手術、処置等及び定義副傷病名及び厚生労働大臣が指定する病
院の病棟における療養に要する費用の額の算定方法第一項第五号の規定に基づき厚生労働大臣が別
に定める者の一部を改正する告示」（令和 6 年厚生労働省告示第336号）が令和 6 年11月19日に告示
され、同年11月20日付けで適用されることに伴い、「厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療
養に要する費用の額の算定方法の一部改正等に伴う実施上の留意事項について」（令和 6 年 3 月21日
付け保医発0321第 6 号。以下「留意事項通知」という。）を下記のとおり改正するとともに、改正の
概要を示すので、関係者に対し周知徹底を図られたい。

記

1 ．改正内容について
　留意事項通知の診断群分類定義表中、「040040　肺の悪性腫瘍」、「060035　結腸（虫垂を含
む。）の悪性腫瘍」、「060040　直腸肛門（直腸Ｓ状部からの肛門）の悪性腫瘍」及び「090010　乳
房の悪性腫瘍」を別紙のとおり改める。

2 ．改正の概要について
　留意事項については「040040　肺の悪性腫瘍」のうち手術・処置等 2 の 8 に「アミバンタマ
ブ」、手術・処置等 2 の 6 に「レポトレクチニブ」、「060035　結腸（虫垂を含む。）の悪性腫瘍」
及び「060040　直腸肛門（直腸Ｓ状部からの肛門）の悪性腫瘍」のうち手術・処置等 2 の 6 に
「フルキンチニブ」、「090010　乳房の悪性腫瘍」のうち手術・処置等 2 のＡに「サシツズマブ　
ゴビテカン」を追加する。

｝
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日医発第1450号（保険）
令 和 6 年 1 1 月 2 2 日

都道府県医師会長　殿
日本医師会長　　　　

松　本　吉　郎　
（公印省略）　

使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について

　令和 6 年11月12日付け厚生労働省告示第327号をもって薬価基準の一部が改正され、同年11月12
日から適用されました。今回の改正は、後発医薬品等が薬価基準に収載されたことによるものです
が、同日付けで厚生労働省保険局医療課長通知により関連する留意事項等が示されており、その概
要は下記のとおりであります。
　つきましては、今回の改正内容について貴会会員に周知くださるようお願い申し上げます。本件
につきましては、日本医師会ホームページのメンバーズルーム中、医療保険の「医薬品の保険上の
取扱い等」に掲載を予定しております。

記

1 ．後発医薬品等の薬価基準収載について
⑴　薬価基準への収載希望があったいわゆる後発医薬品等品目（注射薬 2 品目）が薬価基準の別

表に第 9 部追補⑸として収載された。
2 ．関係通知等の一部改正について

　診療報酬上の加算等の算定対象となる後発医薬品等については「「診療報酬における加算等の算
定対象となる後発医薬品」等について」（令和 6 年 3 月 5 日付け保医発0305第 2 号。以下「加算等
後発医薬品通知」という）により示されているが、今回の薬価基準改正により後発医薬品が収載
されたことに伴い、「加算等後発医薬品通知」が以下のとおり改正された。

⑴　添付資料 2 （「使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について」（令和 6 年11月12日付
け保医発1112第 4 号、以下「改正通知」という）の別紙 1 に別添 1 に掲げる医薬品を、別紙
3 に別添 2 に掲げる医薬品を加え、令和 6 年11月12日から適用すること。

〔参考〕後発医薬品使用体制加算、外来後発医薬品使用体制加算など診療報酬上の後発医薬品の
数量シェア（置換え率）の算出方法は次のとおりとされている。

※後発医薬品の数量シェア＝
　　　　　　　　　後発医薬品の数量

　　　　　（置換え率）　　　　 後発医薬品のある先発医薬品の数量＋後発医薬品の数量

（添付資料）
1 ．官報（令和 6 年11月12日　号外第264号　抜粋）

・厚生労働省告示第327号
2 ．使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について

（令和 6 年11月12日付け　保医発1112第 4 号　厚生労働省保険局医療課長）

※添付資料抜粋掲載
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保 医 発 1 1 1 2 第 4 号
令 和 6 年 1 1 月 1 2 日

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）
　国民健康保険主管課（部）長　　　　殿
都道府県後期高齢者医療主管部（局）
　後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局医療課長　
（公　印　省　略）　

使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について

　使用薬剤の薬価（薬価基準）（平成20年厚生労働省告示第60号。以下「薬価基準」という。）が令
和 6 年厚生労働省告示第327号をもって改正され、令和 6 年11月12日から適用することとされたとこ
ろですが、その概要及び関係通知の改正は下記のとおりですので、貴管下の保険医療機関、審査支
払機関等に対して周知徹底をお願いします。

記

1 　薬価基準の一部改正について
⑴　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145

号。以下「医薬品医療機器等法」という。）の規定に基づき製造販売承認され、薬価基準への
収載希望があった医薬品（注射薬 2 品目）について、薬価基準の別表に収載したものであるこ
と。

⑵　⑴により薬価基準の別表に収載されている全医薬品の品目数は、次のとおりであること。

2 　関係通知等の一部改正について
⑴　「「診療報酬における加算等の算定対象となる後発医薬品」等について」（令和 6 年 3 月 5 日

付け保医発0305第 2 号）を以下のとおり改正する。
①　別紙 1 に別添 1 に掲げる医薬品を、別紙 3 に別添 2 に掲げる医薬品を加え、令和 6 年11月

12日から適用すること。

｝

区分 内用薬 注射薬 外用薬 歯科用薬剤 計
品目数 7,339 3,626 2,068 26 13,059



－ 24 －

［別添 1 ］
別紙 1 　診療報酬における加算等の算定対象となる後発医薬品

※令和 6 年11月12日より適用

Ｎｏ 薬価基準名 成分名 規格単位 薬価

1 注射薬
ロピバカイン塩酸塩0.75％
注75㎎/10mL「テルモ」

ロピバカイン塩酸塩水和物 0.75％10mL 1 管 260

2 注射薬
ロピバカイン塩酸塩0.75％
注150㎎/20mL「テルモ」

ロピバカイン塩酸塩水和物 0.75％20mL 1 管 520

区分
薬価基準収載
医薬品コード

成分名 規格 品名 メーカー名 薬価

注射薬 1214405A3036
ロピバカイン
塩酸塩水和物

0.75％10mL
1 管

ロピバカイン塩酸塩
0.75％注75㎎/10mL

「テルモ」
テルモ 260.00

注射薬 1214405A4032
ロピバカイン
塩酸塩水和物

0.75％20mL
1 管

ロピバカイン塩酸塩
0.75％注150㎎/20mL

「テルモ」
テルモ 520.00

区分
薬価基準収載
医薬品コード

成分名 規格 品名 メーカー名 薬価

注射薬 1214405A3028
ロピバカイン
塩酸塩水和物

0.75％10mL
1 管

アナペイン注7.5㎎/mL
サンド

ファーマ
520.00

注射薬 1214405A4024
ロピバカイン
塩酸塩水和物

0.75％20mL
1 管

アナペイン注7.5㎎/mL
サンド

ファーマ
946.00

注射薬 1214405A5020
ロピバカイン
塩酸塩水和物

1 ％10mL
1 管

アナペイン注10㎎/mL
サンド

ファーマ
509.00

注射薬 1214405A6027
ロピバカイン
塩酸塩水和物

1 ％20mL
1 管

アナペイン注10㎎/mL
サンド

ファーマ
802.00

［別添 2 ］
別紙 3 　診療報酬における加算等の算定対象となる「後発医薬品のある先発医薬品」

※令和 6 年12月 1 日より適用

（参考 1 ）
薬価基準告示
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日医発第1510号（保険）
令 和 6 年 1 2 月 4 日

都道府県医師会長　殿
日本医師会長　　　　

松　本　吉　郎　
（公印省略）　

ドナネマブ（遺伝子組換え）製剤に係る最適使用推進ガイドラインの
策定に伴う留意事項について

　革新的かつ高額な医薬品については、国民負担や医療保険財政に与える影響が懸念される一方
で、有効性及び安全性に関する情報が十分蓄積するまでの間は、その恩恵を強く受けることが期待
される患者に対して使用するとともに、副作用が発現した際には必要な対応をとることが可能な一
定の要件を満たす医療機関で使用されることが重要であるとの観点から、「最適使用推進ガイドライ
ン」を策定することとされております。
　今般、ドナネマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：ケサンラ点滴静注液350㎎）に関して、最適使
用推進ガイドラインが策定されたことに伴い、本製剤に係る留意事項が示されましたのでご連絡申
し上げます。
　つきましては、本件について貴会会員に周知くださるようお願い申し上げます。
　本件につきましては、日本医師会ホームページのメンバーズルーム中、医療保険の「医薬品の保
険上の取扱い等」に掲載を予定しております。

（添付資料）
・ドナネマブ（遺伝子組換え）製剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う留意事項について

（令和 6 年11月19日付け　保医発1119第12号　厚生労働省保険局医療課長）

［別添］として、下記通知を含む
・令和 6 年11月19日付け　医薬薬審発1119第 1 号　厚生労働省医薬局医薬品審査管理課長「ド

ナネマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドラインについて」

※添付資料抜粋掲載
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保 医 発 1 1 1 9 第 1 2 号
令 和 6 年 1 1 月 1 9 日

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）
　国民健康保険主管課（部）長　　　　殿
都道府県後期高齢者医療主管部（局）
　後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局医療課長　
（公　印　省　略）　

ドナネマブ（遺伝子組換え）製剤に係る最適使用推進ガイドラインの
策定に伴う留意事項について

　ドナネマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：ケサンラ点滴静注液350㎎）については、「ドナネマ
ブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドラインについて」（別添：令和 6 年11月19日付け医薬
薬審発1119第 1 号厚生労働省医薬局医薬品審査管理課長通知）のとおり、最適使用推進ガイドライ
ンが策定されたところですが、これに伴う当該製剤の保険適用上の留意事項を下記のとおりとする
ので、貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底をお願いします。

記

⑴　ケサンラ点滴静注液350㎎については、最適使用推進ガイドラインに従い、有効性及び安全性に
関する情報が十分蓄積するまでの間、本製剤の恩恵を強く受けることが期待される患者に対して
使用するとともに、副作用が発現した際に必要な対応をとることが可能な一定の要件を満たす医
療機関で使用するよう十分留意すること。

⑵　本製剤を最初に投与した際には、次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
①　次に掲げる患者の要件のうち、該当するもの（「患者要件ア」～「患者要件ウ」までのうち該当

するものを記載）
ア　患者本人及び家族・介護者の、安全性に関する内容も踏まえ本剤による治療意思が確認さ

れている患者
イ　以下に示す本剤の禁忌に該当しないことが確認された患者

・本剤の成分に対し重篤な過敏症の既往歴がある患者
・本剤投与開始前に血管原性脳浮腫、 5 個以上の脳微小出血、脳表ヘモジデリン沈着症又は

1 cmを超える脳出血が認められる患者
ウ　MRI 検査（1.5Tesla 以上）が実施可能であることが確認された患者

②　認知機能の低下及び臨床症状の重症度範囲について、次に掲げるすべての項目のスコア及び
実施年月日
ア　認知機能評価　MMSE スコア
イ　臨床認知症尺度　CDR 全般スコア

③　次に掲げる検査のうち、当該患者の診断に用いた検査に該当するもの（「患者要件エ」又は
「患者要件オ」と記載）、実施年月日及び検査実施施設名
エ　アミロイド PET

｝
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オ　脳脊髄液（CSF）検査
④　次に掲げる医師の要件のうち、当該患者の本製剤に関する治療の責任者として配置されてい

る者が該当するもの（「医師要件ア」から「医師要件エ」までのうち該当するものを記載）
ア　日本神経学会の専門医
イ　日本老年医学会の専門医
ウ　日本精神神経学会の専門医
エ　日本脳神経外科学会の専門医

⑤　次に掲げる医師の要件のうち、当該患者の本製剤に関する治療の責任者として配置されてい
る者が該当するもの（「医師要件オ」から「医師要件ク」までのうち該当するものを記載）
オ　医師免許取得後 2 年の初期研修を修了した後に、10年以上の軽度認知障害の診断、認知症

疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした臨床経験を有していること
カ　画像所見から ARIA の有無を判断した上で、臨床症状の有無と併せて本剤の投与継続、中

断又は中止を判断し、かつ必要な対応ができる医師であること
キ　製造販売業者が提供する ARIA に関する MRI 読影の研修を受講していること
ク　日本認知症学会及び日本老年精神医学会の実施するアルツハイマー病の病態、診断、本剤

の投与対象患者及び治療に関する研修を受講していること
⑥　次に掲げる項目のうち、該当するもの（「施設要件ア」又は「施設要件イ」と記載）

ア　以下のⅠからⅧをすべて満たす施設である。
イ　以下のⅠからⅧをすべて満たす施設でない。

（項目）
Ⅰ　MRI 検査（1.5Tesla 以上）が実施可能な医療機関であり、かつ、ARIA が認められた場

合に、画像所見や症状の有無から、本剤の投与継続、中断又は中止を判断し、かつ、施設
内で必要な対応ができる体制が整っていること

Ⅱ　認知機能のスコア評価（MMSE スコア）及び臨床認知症尺度（CDR 全般スコア）が実
施可能な者が配置されていること

Ⅲ　同一施設内又は連携がとれる施設において PET 検査又は CSF 検査が実施可能であること
Ⅳ　上記の④及び⑤に該当する、常勤医師が複数名配置されていること
Ⅴ　CDR 全般スコア評価に精通し、一定以上の評価経験を有する医療従事者がいること
Ⅵ　ARIA のリスク管理に必要な知識を有し、かつ、MRI 読影に関する医療従事者向け研修

を受講した、ARIA の鑑別を含む MRI 読影が適切に行える常勤医が 1 名以上いること
Ⅶ　認知症疾患医療センター又は認知症疾患医療センターと連携がとれる施設であること
Ⅷ　製造販売業者に課せられている全例調査を確実に実施できる施設であること

⑶　本製剤の投与開始後 6 か月以降の投与の際には、次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記載す
ること。
①　本製剤の投与施設（「施設要件ウ」又は「施設要件エ」と記載）及び「施設要件エ」に該当す

る場合は、連携施設名及び所在地
ウ　初回投与施設（⑵の初回投与施設と同一の施設）
エ　 連携施設（⑵の初回投与施設と連携している施設）

②　次に掲げる施設要件のうち、本製剤の投与施設に該当するもの（「施設要件オ」と記載）
オ　製造販売業者に課せられている全例調査を確実に実施できること

③　次に掲げる医師の要件のうち、本製剤に関する治療の責任者として配置されている者が該当
するもの（「医師要件ケ」から「医師要件シ」までのうち該当するものを記載）
ケ　日本神経学会の専門医
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コ　日本老年医学会の専門医
サ　日本精神神経学会の専門医
シ　日本脳神経外科学会の専門医

④　次に掲げる医師の要件のうち、本製剤に関する治療の責任者として配置されている者が該当
するもの（「医師要件ス」～「医師要件タ」までのうち該当するものを記載）
ス　医師免許取得後 2 年の初期研修を修了した後に、10年以上の軽度認知障害の診断、認知症

疾患の鑑別診断等の専門医療を主たる業務とした臨床経験を有していること
セ　画像所見から ARIA の有無を判断した上で、臨床症状の有無と併せて本剤の投与継続、中

断又は中止を判断し、かつ必要な対応ができる医師であること
ソ　製造販売業者が提供する ARIA に関する MRI 読影の研修を受講していること
タ　日本認知症学会及び日本老年精神医学会の実施するアルツハイマー病の病態、診断、本剤

の投与対象患者及び治療に関する研修を受講していること
⑷　本製剤の継続投与の際には、次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。なお、本製

剤は、初回投与後 6 か月までは、初回投与施設で投与すること。
①　本製剤の初回投与から起算して、何週目の投与であるか。
②　本製剤投与中、CDR 全般スコア推移、MMSE スコア推移、患者及び家族・介護者から自他

覚症状の聴取等による臨床症状の評価を実施した直近の年月日
③　本製剤投与中、MRI 検査を受けた直近の年月日

⑸　本剤投与開始後12か月を目安に実施する PET 検査について、次の事項を診療報酬明細書の摘
要欄に記載すること。
①　本剤投与中、PET 検査を受けた年月日（投与開始前の PET 検査を除く）
②　本剤投与中、PET 検査を実施した施設（「施設要件カ」又は「施設要件キ」と記載）及び

「施設要件キ」に該当する場合は、連携施設名及び所在地）
カ　初回投与施設と同一施設内
キ　初回投与施設と連携がとれる施設

⑹　本製剤の初回投与から起算して、18か月を超える投与の際には、次の事項を診療報酬明細書の
摘要欄に記載すること。
①　本剤投与の継続が必要と判断した理由（PET 検査によるアミロイドβプラークの評価結果、

CDR 全般スコア推移、MMSE スコア推移、患者及び家族・介護者から自他覚症状の聴取等に
よる臨床症状の評価を踏まえた有効性の観点、並びに ARIA の有無や副作用発現状況等を踏ま
えた安全性の観点を含めて具体的に記載すること）

②　本剤の最適使用推進ガイドラインにおいて「中等度以降のアルツハイマー病による認知症と
診断された場合、中等度以降に進行した患者に投与を継続したときの有効性が確立していない
ことから、本剤の投与を中止し、再評価を行うこと。」とされていることから、中等度以降のア
ルツハイマー病による認知症と診断された患者に対して本剤の投与継続を行う場合には、再評
価を行った結果として⑵の①～②及び投与継続を判断した理由（上記①と同様に具体的に記載
すること）
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日医発第1512号（保険）
令 和 6 年 1 2 月 4 日

都道府県医師会長　殿
日本医師会長　　　　

松　本　吉　郎　
（公印省略）　

使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について

　令和 6 年11月19日付け令和 6 年厚生労働省告示第333号、令和 6 年厚生労働省告示第334号及び令
和 6 年厚生労働省告示第335号をもって薬価基準、療担規則および掲示事項等告示が改正され、同年
11月20日から適用されました。（ただし、令和 6 年度厚生労働省告示第334号の改正規定は、令和 7
年 2 月 1 日から適用）
　これを受け、令和 6 年11月19日付けで厚生労働省保険局医療課長通知により関連する留意事項等
が示されましたが、その概要は下記のとおりであります。
　つきましては、今回の改正内容について貴会会員に周知くださるようお願い申し上げます。な
お、本件につきましては、日本医師会ホームページのメンバーズルーム中、医療保険の「医薬品の
保険上の取扱い等」に掲載を予定しております。

記

1 ．新医薬品の薬価収載について
⑴　令和 6 年11月13日に開催された中医協において、薬価基準に収載することが承認された新医

薬品（内用薬12品目、注射薬 6 品目）が、薬価基準の別表に第10部追補⑹として収載された。

→関連通知等：添付資料 1 中の厚生労働省告示第333号
添付資料 2 中の薬価基準告示（参考 1 ）

→品目の概要：添付資料 3

⑵　⑴のうち、以下の品目は保険適用上の留意事項が示されている。
・アセノベル徐放錠500㎎
・ビルタサ懸濁用散分包8.4g
・ユバンシ配合錠
・アリッサ配合錠
・ルプキネスカプセル7.9㎎
・オータイロカプセル40㎎
・タスフィゴ錠35㎎
・ロゼバラミン筋注用25㎎
・テッペーザ点滴静注用500㎎
・アウィクリ注 フレックスタッチ 総量300単位
・トロデルビ点滴静注用200㎎
・ライブリバント点滴静注350㎎
・セプーロチン静注用1000単位

→関連通知等：添付資料 2 中の記 4
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2 ．令和 6 年11月薬価収載予定の新薬のうち14日ルールの例外的な取扱い
　新医薬品は、「新医薬品の処方日数制限の取扱いについて」（平成22年10月27日中医協了承）に
基づき、一定の条件を満たした場合に限り、処方日数制限について例外的な取扱いをすることと
されており、以下の品目については、その例外的な取扱いが適用された。

・ユバンシ配合錠
・アリッサ配合錠

→関連通知等：添付資料 4

※その他の改正については添付資料 2 をご参照ください。

（添付資料）
1 ．官報（令和 6 年11月19日　号外第269号　抜粋）

・厚生労働省告示第333号、334号、335号
2 ．使用薬剤の薬価（薬価基準）の一部改正等について

（令和 6 年11月19日付け　保医発1119第11号　厚生労働省保険局医療課長）
3 ．新医薬品一覧表

（令和 6 年11月13日　中医協総会資料（総- 2 - 1 ）抜粋）
4 ．令和 6 年11月薬価収載予定の新薬のうち14日ルールの例外的な取扱いをすることについて

（案）
（令和 6 年11月13日　中医協総会資料（総- 2 - 2 ））

※添付資料抜粋掲載

［別添 1 ］
別紙 1 　診療報酬における加算等の算定対象となる後発医薬品

※令和 6 年11月20日より適用

区分
薬価基準収載
医薬品コード

成分名 規格 品名 メーカー名 薬価

外用薬 2649950M1216 ヘパリン類似物質 1 g
ヘパリン類似物質ゲル0.3％

「ケンエー」
健栄製薬 5.10

外用薬 3339950M1200 ヘパリン類似物質 1 g
ヘパリン類似物質油性

クリーム0.3％「ケンエー」
健栄製薬 5.60

外用薬 3339950N1108 ヘパリン類似物質 1 g
ヘパリン類似物質クリーム

0.3％「ケンエー」
健栄製薬 5.60
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［別添 2 ］
別紙 4 　診療報酬における加算等の算定対象となる「後発医薬品の先発医薬品」から除外する品目

（加算等の算定対象とならない「後発医薬品の先発医薬品」）
※令和 6 年11月20日より適用

（参考 1 ）
薬価基準告示

区分
薬価基準収載
医薬品コード

成分名 規格 品名 メーカー名 薬価

外用薬 2649719S1371 インドメタシン
10cm×14cm

1 枚
イドメシンパップ70㎎ テイカ製薬 17.10

Ｎo 薬価基準名 成分名 規格単位 薬価
1 内用薬 アセノベル徐放錠500㎎ アセノイラミン酸 500㎎ 1 錠 2,886.20

2 内用薬 アリッサ配合錠
エステトロール水和物/

ドロスピレノン
1 シート 5,056.80

3 内用薬 イノソリッド配合経腸用半固形剤 経腸成分栄養剤 10g 14.40
4 内用薬 オータイロカプセル40㎎ レポトレクチニブ 40㎎ 1 カプセル 3,468.30
5 内用薬 クービビック錠25㎎ ダリドレキサント塩酸塩 25㎎ 1 錠 57.30
6 内用薬 クービビック錠50㎎ ダリドレキサント塩酸塩 50㎎ 1 錠 90.80
7 内用薬 クレセンバカプセル40㎎ イサブコナゾニウム硫酸塩 40㎎ 1 カプセル 2,007.80
8 内用薬 ジャカビ内用液小児用0.5% ルキソリチニブリン酸塩 0.5% 1 mL 12,209.00
9 内用薬 タスフィゴ錠35㎎ タスルグラチニブコハク酸塩 35㎎ 1 錠 15,378.70
10 内用薬 タフィンラー小児用分散錠10㎎ ダブラフェニブメシル酸塩 10㎎ 1 錠 1,225.90
11 内用薬 ニンラーロカプセル0.5㎎ イキサゾミブクエン酸エステル 0.5㎎ 1 カプセル 24,023.70

12 内用薬 ビルタサ懸濁用散分包8.4g
パチロマーソルビテクスカ
ルシウム

8.4g 1 包 949.50

13 内用薬 ファダプス錠10㎎ アミファンプリジンリン酸塩 10㎎ 1 錠 3,849
14 内用薬 フリュザクラカプセル 1 ㎎ フルキンチニブ 1 ㎎ 1 カプセル 5,139
15 内用薬 フリュザクラカプセル 5 ㎎ フルキンチニブ 5 ㎎ 1 カプセル 23,867

16 内用薬
メキニスト小児用ドライシロッ
プ4.7㎎

トラメチニブジメチルスル
ホキシド付加物

4.7㎎ 1 瓶 99,852.00

17 内用薬 ユバンシ配合錠 マシテンタン/タダラフィル 1 錠 13,334.90
18 内用薬 ルプキネスカプセル7.9㎎ ボクロスポリン 7.9㎎ 1 カプセル 778.60

19 注射薬
アウィクリ注 フレックスタッ
チ 総量300単位

インスリン　イコデク（遺
伝子組換え）

300単位
1 キット

2,081

20 注射薬 アドトラーザ皮下注300㎎ペン
トラロキヌマブ（遺伝子組
換え）

300㎎ 2 mL
1 キット

41,859

21 注射薬 キドパレン輸液
慢性腎不全用高カロリー輸
液用アミノ酸・糖・電解
質・総合ビタミン製剤

1050mL 1 キット 2,269

22 注射薬 ケサンラ点滴静注液350㎎ ドナネマブ（遺伝子組換え） 350㎎20mL 1 瓶 66,948
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（参考 2 ）
使用薬剤の薬価（薬価基準）（平成20年厚生労働告示第60号）の一部改正

（令和 7 年 2 月 1 日より適用）
（単位：円）

23 注射薬
スキリージ皮下注180㎎オート
ドーザー

リサンキズマブ（遺伝子組
換え）

180㎎1.2mL
1 キット

259,358

24 注射薬 テッペーザ点滴静注用500㎎
テプロツムマブ（遺伝子組
換え）

500㎎ 1 瓶 979,920

25 注射薬 トロデルビ点滴静注用200㎎
サシツズマブ　ゴビテカン
（遺伝子組換え）

200㎎ 1 瓶 187,195

26 注射薬 ヘムライブラ皮下注12㎎ エミシズマブ（遺伝子組換え） 12㎎0.4mL 1 瓶 131,539

27 注射薬 ライブリバント点滴静注350㎎
アミバンタマブ（遺伝子組
換え）

350㎎ 7 mL 1 瓶 160,014

28 注射薬 ロゼバラミン筋注用25㎎ メコバラミン 25㎎ 1 瓶 10,425
29 外用薬 イドメシンパップ70㎎ インドメタシン 10cm×14cm 1 枚 17.10

30 外用薬
へパリン類似物質ゲル0.3%「ケ
ンエー」

ヘパリン類似物質 1 g 5.10

31 外用薬
へパリン類似物質クリーム0.3%
「ケンエー」

ヘパリン類似物質 1 g 5.60

32 外用薬
へパリン類似物質油性クリーム
0.3%「ケンエー」

ヘパリン類似物質 1 g 5.60

33
歯科用
薬剤

セプトカイン配合注カートリッジ
アルチカイン塩酸塩/アド

レナリン酒石酸水素塩
1.7mL 1 管 191.20

医薬品コード 品　名 規格単位 現行薬価 調整後薬価
6250052F1023 ゾコーバ錠125㎎ 125㎎ 1 錠 7,407.40 7,090.00
4291467G1021 ベスレミ皮下注250㎍シリンジ 250㎍ 0.5mL 1 筒 297,259 272,587
4291467G2028 ベスレミ皮下注500㎍シリンジ 500㎍ 1 mL 1 筒 565,154 518,246

日医発第1496号（保険）
令 和 6 年 1 2 月 6 日

都道府県医師会
社会保険担当理事　殿

日本医師会常任理事　　
長　島　公　之　

（公印省略）　

「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」
の一部改正について

　令和 6 年度診療報酬改定に関する情報等につきましては、令和 6 年 3 月 7 日付け（日医発第2149
号（保険））「令和 6 年度診療報酬改定に係る省令、告示、通知のご案内について」等により、逐次
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ご連絡申し上げているところであります。
　今般、厚生労働省より、「「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについ
て」の一部改正について」が発出されましたので、取り急ぎご連絡申し上げます。
　本改正は、後発医薬品の薬価収載や薬価基準から削除された医薬品等を踏まえ、一般病棟用の重
症度、医療・看護必要度Ａ・Ｃ項目に係るレセプト電算処理システム用コード一覧等を一部更新し
た改正となります。
　つきましては、貴会会員への周知方ご高配賜りますようお願い申し上げます。

【添付資料】
「基本診療料の施設基準等及びその届出に関する手続きの取扱いについて」の一部改正について
（令 6 .11.29　保医発1129第10号　厚生労働省保険局医療課長、歯科医療管理官）

※添付資料抜粋掲載

日医発第1524号（保険）
令 和 6 年 1 2 月 6 日

都道府県医師会長　殿
日本医師会長　　　　

松　本　吉　郎　
（公印省略）　

抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの
策定に伴う留意事項の一部改正について

　革新的かつ高額な医薬品については、国民負担や医療保険財政に与える影響が懸念される一方
で、有効性及び安全性に関する情報が十分蓄積するまでの間は、その恩恵を強く受けることが期待
される患者に対して使用するとともに、副作用が発現した際には必要な対応をとることが可能な一
定の要件を満たす医療機関で使用されることが重要であるとの観点から、「最適使用推進ガイドライ
ン」を策定することとされております。
　今般、ペムブロリズマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：キイトルーダ点滴静注100㎎）に関し
て、最適使用推進ガイドラインが改訂されたことに伴い、本製剤に係る留意事項が改正されました
のでご連絡申し上げます。
　つきましては、本件について貴会会員に周知くださるようお願い申し上げます。
　本件につきましては、日本医師会ホームページのメンバーズルーム中、医療保険の「医薬品の保
険上の取扱い等」に掲載を予定しております。

（添付資料）
・抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う留意事項の一部改正に

ついて
（令和 6 年11月22日付け　保医発1122第 5 号　厚生労働省保険局医療課長）

※添付資料抜粋掲載
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［別添］として、下記通知を含む
・令和 6 年11月22日付け　医薬薬審発1122第 1 号　厚生労働省医薬局医薬品審査管理課長「ペ

ムブロリズマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドライン（子宮頸癌）の一部改正
について」

保 医 発 1 1 2 2 第 5 号
令 和 6 年 1 1 月 2 2 日

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）
　国民健康保険主管課（部）長　　　　殿
都道府県後期高齢者医療主管部（局）
　後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局医療課長　
（公　印　省　略）　

抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う
留意事項の一部改正について

　抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤である「ペムブロリズマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：キイト
ルーダ点滴静注100㎎）」については、「抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドライン
の策定に伴う留意事項について」（平成29年 2 月14日付け保医発0214第 4 号。以下「抗 PD-1 抗体抗
悪性腫瘍剤留意事項通知」という。）において、保険適用上の取扱いに係る留意事項を通知している
ところです。
　今般、「ペムブロリズマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドライン（子宮頸癌）の一部
改正について」（別添：令和 6 年11月22日付け医薬薬審発1122第 1 号厚生労働省医薬局医薬品審査管
理課長通知）のとおり、最適使用推進ガイドラインが改訂されたことに伴い、本製剤に係る留意事
項を下記のとおり改正するので、貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底をお願
いします。

記

　抗 PD-1 抗体抗悪性腫瘍剤留意事項通知の記の 2 に�を加える。
2 　キイトルーダ点滴静注100㎎
�　局所進行子宮頸癌

　本製剤を局所進行子宮頸癌の治療に用いる場合は、次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記載
すること。
1 ）次に掲げる施設のうち、該当するもの（「施設要件ア」から「施設要件オ」までのうち該当す

るものを記載）
ア　厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院等（都道府県がん診療連携拠点病院、地域

がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院など）

｝



－ 35 －

イ　特定機能病院
ウ　都道府県知事が指定するがん診療連携病院（がん診療連携指定病院、がん診療連携協力病

院、がん診療連携推進病院など）
エ　外来化学療法室を設置し、外来腫瘍化学療法診療料 1 、外来腫瘍化学療法診療料 2 又は外

来腫瘍化学療法診療料 3 の施設基準に係る届出を行っている施設
オ　抗悪性腫瘍剤処方管理加算の施設基準に係る届出を行っている施設

2 ）次に掲げる医師の要件のうち、本製剤に関する治療の責任者として配置されている者が該当
するもの（「医師要件ア」又は「医師要件イ」と記載）
ア　医師免許取得後 2 年の初期研修を修了した後に 5 年以上のがん治療の臨床研修を行ってい

ること。うち、 2 年以上は、がん薬物療法を主とした臨床腫瘍学の研修を行っていること。
イ　医師免許取得後 2 年の初期研修を修了した後に 4 年以上の臨床経験を有していること。う

ち、 3 年以上は、婦人科腫瘍のがん薬物療法を含むがん治療の臨床研修を行っていること。
3 ）本製剤を同時化学放射線療法と併用する場合、次に掲げる併用療法を行った旨（「併用投与

ア」と記載）
ア　シスプラチンを用いた同時化学放射線療法

日医発第1525号（保険）
令 和 6 年 1 2 月 6 日

都道府県医師会長　殿
日本医師会長　　　　

松　本　吉　郎　
（公印省略）　

抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの
策定に伴う留意事項の一部改正について

　革新的かつ高額な医薬品については、国民負担や医療保険財政に与える影響が懸念される一方
で、有効性及び安全性に関する情報が十分蓄積するまでの間は、その恩恵を強く受けることが期待
される患者に対して使用するとともに、副作用が発現した際には必要な対応をとることが可能な一
定の要件を満たす医療機関で使用されることが重要であるとの観点から、「最適使用推進ガイドライ
ン」を策定することとされております。
　今般、デュルバルマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：イミフィンジ点滴静注120㎎及び同点滴静
注500㎎）に関して、最適使用推進ガイドラインが改訂されたことに伴い、本製剤に係る留意事項が
改正されましたのでご連絡申し上げます。
　つきましては、本件について貴会会員に周知くださるようお願い申し上げます。
　本件につきましては、日本医師会ホームページのメンバーズルーム中、医療保険の「医薬品の保
険上の取扱い等」に掲載を予定しております。
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（添付資料）
・抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う留意事項の一部改正

について
（令和 6 年11月22日付け　保医発1122第22号　厚生労働省保険局医療課長）

［別添］として、下記通知を含む
・令和 6 年11月22日付け　医薬薬審発1122第 2 号　厚生労働省医薬局医薬品審査管理課長

「デュルバルマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドライン（子宮体癌）の作成及
び最適使用推進ガイドライン（非小細胞肺癌、小細胞肺癌、肝細胞癌及び胆道癌）の一部改
正について」

※添付資料抜粋掲載

保 医 発 1 1 2 2 第 6 号
令 和 6 年 1 1 月 2 2 日

地方厚生（支）局医療課長
都道府県民生主管部（局）
　国民健康保険主管課（部）長　　　　殿
都道府県後期高齢者医療主管部（局）
　後期高齢者医療主管課（部）長

厚生労働省保険局医療課長　
（公　印　省　略）　

抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適使用推進ガイドラインの策定に伴う
留意事項の一部改正について

　抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤である「デュルバルマブ（遺伝子組換え）製剤（販売名：イミフィ
ンジ点滴静注120㎎及び同点滴静注500㎎）」については、「抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤に係る最適
使用推進ガイドラインの策定に伴う留意事項について」（平成30年 8 月28日付け保医発0828第 2 号。
以下「抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤留意事項通知」という。）において、保険適用上の取扱いに係る
留意事項を通知しているところです。
　今般、「デュルバルマブ（遺伝子組換え）製剤の最適使用推進ガイドライン（子宮体癌）の作成
及び最適使用推進ガイドライン（非小細胞肺癌、小細胞肺癌、肝細胞癌及び胆道癌）の一部改正に
ついて」（別添：令和 6 年11月22日付け医薬薬審発1122第 2 号厚生労働省医薬局医薬品審査管理課長
通知）のとおり、最適使用推進ガイドラインが改訂されたことに伴い、本製剤に係る留意事項を下
記のとおり改正するので、貴管下の保険医療機関、審査支払機関等に対して周知徹底をお願いしま
す。

｝
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記

　抗 PD-L1 抗体抗悪性腫瘍剤留意事項通知の記の⑵、⑶、⑷、⑸及び⑹中、①のエの「外来腫瘍
化学療法診療料 1 又は外来腫瘍化学療法診療料 2 」を「外来腫瘍化学療法診療料 1 、外来腫瘍化学
療法診療料 2 又は外来腫瘍化学療法診療料 3 」に改め、⑺を加える。

⑺　本製剤を進行・再発の子宮体癌に用いる場合は、次の事項を診療報酬明細書の摘要欄に記載
すること。
①　次に掲げる施設のうち、該当するもの（「施設要件ア」から「施設要件オ」までのうち該当

するものを記載）
ア　厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院等（都道府県がん診療連携拠点病院、地

域がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院など）
イ　特定機能病院
ウ　都道府県知事が指定するがん診療連携病院（がん診療連携指定病院、がん診療連携協力

病院、がん診療連携推進病院など）
エ　外来化学療法室を設置し、外来腫瘍化学療法診療料 1 、外来腫瘍化学療法診療料 2 又は

外来腫瘍化学療法診療料 3 の施設基準に係る届出を行っている施設
オ　抗悪性腫瘍剤処方管理加算の施設基準に係る届出を行っている施設

②　次に掲げる医師の要件のうち、本製剤に関する治療の責任者として配置されている者が該
当するもの（「医師要件ア」又は「医師要件イ」と記載）
ア　医師免許取得後 2 年の初期研修を修了した後に 5 年以上のがん治療の臨床研修を行って

いること。うち、 2 年以上は、がん薬物療法を主とした臨床腫瘍学の研修を行っているこ
と。

イ　医師免許取得後 2 年の初期研修を修了した後に 4 年以上の臨床経験を有していること。
うち、 3 年以上は、婦人科腫瘍のがん薬物療法を含むがん治療の臨床研修を行っているこ
と。

③　本製剤を他の抗悪性腫瘍剤と併用する場合、次に掲げる併用投与のうち、該当するもの
（「併用投与ア」又は「併用投与イ」と記載及び「併用投与イ」に該当する場合は、その理
由）
ア　カルボプラチン及びパクリタキセルとの併用投与
イ　カルボプラチン及びドセタキセル水和物との併用投与
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　　長期収載品（後発医薬品のある先発医薬品）を
　　選定療養の対象とせずに処方するときの注意点

Ｑ
　安全性の観点などから長期収載品を選定療養の対象とせずに処方するときはレセプトのコメント
をどのように記載すればよいですか。
Ａ
　長期収載品を選定療養の対象としない理由をレセプトに記載します。診療報酬請求書等の記載要領
等の別表Ⅰ 診療報酬明細書の「摘要」欄への記載事項等一覧の「長期収載品の選定療養に関する取扱
い」に示されている医療上必要があると認められる場合及び後発医薬品を提供することが困難な場合
の理由のうち該当するものを記載します。電子レセプトではレセプト電算処理システム用コードによ
るレセプト表示文言（下記）を選択し、具体的な医学的根拠・理由を摘要欄に記載します。

別表Ⅰ（医科 項番559長期収載品の選定療養に関する取扱いより抜粋）

（前　川　浩　一）

レセプト電算処理
システム用コード

レセプト表示文言

820101320 長期収載品と後発医薬品で薬事上承認された効能・効果に差異があるため

820101321
患者が後発医薬品を使用した際、副作用や、他の医薬品との飲み合わせによる
相互作用、長期収載品との間で治療効果に差異があったため

820101322
学会が作成しているガイドラインにおいて、長期収載品を使用している患者に
ついて後発医薬品へ切り替えないことが推奨されているため

820101323 剤形上の違いにより、長期収載品を処方等の必要があるため

820101324 後発医薬品の在庫状況等を踏まえ後発医薬品を提供することが困難なため
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　　令和 6 年10月以降の「医療 DX 推進体制整備加算」の
　　点数・算定要件・施設基準が改定されることについて

　令和 6 年 6 月改定において「医療 DX 推進に係る体制として別に厚生労働大臣が定める施設基準
を満たす保険医療機関を受診した患者に対して初診を行った場合は、医療 DX 推進体制整備加算と
して、月 1 回に限り 8 点を所定点数に加算する【要届出】」となっておりますが、令和 6 年10月 1 日
からマイナンバーカードの健康保険証（マイナ保険証）利用の使用についての実績（マイナ保険証
利用率）が一定程度必要とされることになりました。

　マイナ保険証利用率には下記の 2 種類があり、①（レセプト件数ベース）が基本ですが②の方が
迅速に把握できるため令和 7 年 1 月までに限り②を用いることも可能です。

①　レセプト件数ベース利用率=マイナ保険証の利用者数の合計÷レセプト枚数
（ 2 か月後に把握可能→実績を 3 か月後から反映可能）

②　オンライン資格確認件数ベース利用率=マイナ保険証の利用件数÷オンライン資格確認等
システムの利用件数（ 1 か月後に把握可能→実績を 2 か月後から反映可能）

　利用率については支払基金から毎月通知される「医療機関等向け総合ポータルサイト」にログイ
ンして確認することも可能です。

　医療 DX 推進体制整備加算は令和 6 年10月 1 日から「医療 DX 推進体制整備加算 1 （11点）」、
「医療 DX 推進体制整備加算 2 （10点）」、「医療 DX 推進体制整備加算 3 （ 8 点）」に細分化される
こととなりますが、加算 1 及び加算 2 は「マイナポータルの医療情報等に基づき、患者からの健康
管理に係る相談に応じること」の要件が追加となっております。

　マイナ保険証利用率の実績要件は、令和 6 年10月は、加算 1 が15%、加算 2 が10%、加算 3 が 5 %から
開始。令和 7 年 1 ～ 3 月には基準引上げとなります（それぞれ30%、20%、10%）。令和 7 年 4 月以降の
マイナ保険証利用率の実績要件については附帯意見を踏まえ、令和 6 年末を目途に検討、設定予定です｡

　また、マイナ保険証利用率に関する施設基準については社会保険診療報酬支払基金から報告され
る毎月のマイナ保険証利用率が当該基準を満たしていればよく、特に地方厚生（支）局長への届出
を行う必要はありません。したがって、すでに医療 DX 推進体制整備加算の施設基準を届け出て
いる保険医療機関・薬局は、届出直しは不要です。ただし、すでに施設基準を届け出た保険医療機
関・薬局において、マイナ保険証利用率要件が基準に満たない場合には、加算を算定できませんの
でご注意ください。

（藤　岡　武　人）

マイナ保険証利用率
適用期間 令和 6 年10～12月 令和 7 年 1 ～ 3 月

加算 1 （11点） 15% 30%
加算 2 （10点） 10% 20%
加算 3 （ 8 点） 5 % 10%
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　　国民の選択によるマイナンバー保険証への移行

　投票率が55.65％と前回を15ポイント上回り、県民の関心が高かっただけでなく全国的にも注目さ
れた兵庫県知事選挙でしたが。県議会議員全員が不信任を議決し失職した前知事が、大差をもって
再選されるという、予想外とも言える結果に終わりました。知事が不信任とされた理由の多くが誤
解であったのではないかという疑問が、選挙運動期間中に SNS や動画配信サイトを中心に一挙に
県民に広がるところとなり、再選という結果につながったと思われます。オールドメディアとされ
るテレビや新聞からの情報のみを信じず、SNS やユーチューブから発信される情報を、多くの県民
自ら聴取し、投票行動の選択にした結果であったとも言え、組織票が幅を利かす今までの選挙手法
を、改める必要性を迫られる選挙結果であったとも言えます。
　話は変わり、12月 2 日から従来の保険証の「新規発行」が停止され、現在の保険証は有効期限ま
での最長 1 年間は有効（後期高齢者の保険証は更新までの、原則来年 7 月末まで有効）となり、こ
れからは、従来の保険証、マイナ保険証、マイナンバーカードを持っていない人の資格確認書の
3 種類が併存することになります。医療機関窓口では、相当な混乱が予想されますが、患者が選択
したいずれかの方法で資格確認することになります。10月末の国民全体のマイナンバーカード保有
率は75.7％で、この内約80％がマイナ保険証と紐づけをしているとされていますが、マイナ保険証
の利用率は15.67％と低迷しています。今後は従来の保険証の有効期限まで、半ば強制的にマイナ保
険証の利用率が増えてくることを、厚労省は期待しているのでしょうが、テレビなどのオールドメ
ディアでの報道では、メリットデメリットの伝え方はもとより、医療機関の負担が増えていること
については正確に伝えていないように感じます。利用率低迷の原因の一つであるセキュリティへの
懸念に対しても、納得のできる説明を行い、患者自らがマイナ保険証の利点を納得することが必要
であり、この説明の責任は政府にあります。
　国民が、様々な情報を自らが選択し判断をすることを求めていることは、県知事選挙でも改めて
学びました。国家公務員のマイナ保険証利用率が13.58%（ 9 月時点）と一般国民より低水準であっ
たり、政治家はもっと低水準ではないかとも言われる中、国民が十分に理解し納得するまでには、
まだまだ時間を要するように感じます。

（山　下　仁　司）




